[bookmark: _Hlk233035110]訪問系医療サービスにおける複数人訪問費用補助金交付要綱

（目的）
[bookmark: _Hlk231898245]第１条　この要綱は、訪問系医療サービスを行う事業者が、利用者等からの暴力行為等又はそのおそれに対応するため、複数名の訪問者による訪問系医療サービスを行う場合において、当該事業者に対して予算の範囲内でその費用の一部を補助することにより、訪問者の安全を図ることを目的とする。
２　前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則第15号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
（定義）
第２条　この要綱において使用する用語は、健康保険法（大正11年法律第70号）、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）（以下「医療保険各法」という。）において使用する用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1) 　暴力行為等　身体的暴力、精神的暴力、セクシャルハラスメント、迷惑行為、器物破損行為等をいう。
　(２)　訪問系医療サービス　疾病又は負傷等により居宅において継続して療養や指導を受ける状態にある者に対し、その者の居宅において行う診療報酬の算定方法（平成二十年厚生労働省告示第五十九号）及び訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平成二十年厚生労働省告示第六十七号）に該当する別表１の「対象サービス」欄にある医療サービスをいう。
 (３)　利用者等　　 訪問系医療サービスの利用者又はその家族及び同居人をいう。　
（補助対象者）
第３条　この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の交付の対象となる者は、埼玉県内に所在する訪問系医療サービスを行う保険医療機関、保険薬局及び訪問看護ステーションの開設者（以下、「保険医療機関等開設者」という。）とする。
（補助対象事業）
第４条　補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号の要件をすべて満たすものとする。
（1） 当該医療従事者等の安全を確保することを目的として、同行者を伴い実施した訪問系医療サービスであること。
（2） 原則として訪問先が管理者等がいる施設等ではないこと。
（補助対象経費）
第５条　補助の対象となる経費は、補助対象事業に係る経費であって、次の各号のいずれにも該当しないものとする。
　（１）　医療保険各法の規定による給付を受けることができるもの
　（２）　介護保険法の規定による給付を受けることができるもの
　（３）　同一の訪問を対象として、他の補助金等の交付を受けている、又は受ける予定があるもの
（補助金の額）
第６条　補助金の額は、訪問系医療サービスの区分に応じ、別表１に定める１日当たりの額に、対象となる訪問日数（申請日が属する年度内に行われたものに限る）を乗じて得た額の合計額とする。
（補助金の交付申請）
第７条　保険医療機関等開設者のうち、補助金の交付を受けようとする者は、様式第１号の交付申請書に次の書類を添えて、知事が別に定める期日までに知事に提出しなければならない。
(1) [bookmark: _Hlk233033104][bookmark: _Hlk233622406]利用者等から暴力行為等又はそのおそれがあり、安全確保のため、主たる訪問者が同行者を伴い訪問系医療サービスを実施した事実を証する書類
(2) 事業実績内訳書（別紙１）
(3) その他知事が必要と認める書類
　（交付の条件）
第８条　この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。
 （１） 事業を中止し、又は廃止する場合は、知事の承認を受けなければならない。
 （２） 事業に係る証拠書類等の管理については、事業に係る証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び
　　　証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた
　　　日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。
 （３） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けてはならない。
（交付決定の通知）
第９条　規則第７条の交付決定・確定通知は様式第２号のとおりとする。
　（実績報告）
第10条　規則第１３条の本補助金の交付に係る実績報告については、第７条の規定による交付申請書の提出をもって完了とする。
（補助金額の確定）
第11条　規則第１４条の確定通知は様式第２号のとおりとする。
（補助金の請求等）
第12条　第９条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、前条の規定により交付すべき補助金の額が確定したときは、速やかに請求書（様式第３号）を提出しなければならない。
２　前項の請求があったときは、知事は速やかに補助金を当該交付決定者に支払うものとする。
（交付決定の取消し等）
第13条　知事は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(１)　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
(２)　交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
(３)　その他知事が適当でないと認めたとき。
２　知事は、前項の規定により交付の決定の取消しを行った場合において、当該取消しに係る補助金がすでに交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。
　（暴力団排除措置）
第14条　知事は、補助対象者が次の各号の一のいずれかに該当する場合は、この要綱による補助金を交付しないことができる。
[bookmark: _Hlk120261920] （１）　補助対象者が暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成23 年埼玉県条例第39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は補助対象者の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 
 （２）　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 
 （３）　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
 （４）　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
 （５）　補助事業を実施するに当たり、補助対象者が、第三者と委託契約その他の契約（以下「委託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
 （６）　補助事業を実施するに当たり、補助対象者が、（１）から（４）までのいずれかに該当する第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県が補助対象者に対して当該委託契約等の解除を求め、補助対象者がこれに従わなかったと認められるとき。
２　知事は、交付の決定があった後において、補助対象者が前項の各号の一のいずれかに該当することが判明した場合は、この要綱による補助金の交付の決定を取り消すことができる。
３　前項の規定により交付の決定を取り消したときは、既に交付した補助金の返還を命じるものとする。
（その他）
第15条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。
附　則
この要綱は、制定の日から施行し、令和４年１１月１日以降に行われた補助対象事業に係る補助金の交付について適用する。
附　則
この要綱は、令和８年７月３１日から施行し、令和８年７月３日以降に行われた補助対象事業に係る補助金の交付について適用する。


別表１（第２条、第６条関係）

	対象サービス
	１日あたりの補助額

	
	有資格者
	その他

	在宅患者訪問看護・指導料、訪問看護基本療養費又は精神科訪問看護基本療養費の算定対象となる訪問看護
	同行者の職種により、次の金額とする。
（１）看護師、保健師、助産師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の場合　　4,500円
（２）准看護師の場合　　3,800円
	3,000円

	在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料の算定対象となる訪問リハビリテーション
	同行者が理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の場合2,430円
	1,620円

	歯科訪問診療料の算定対象となる歯科訪問診療
	―
	（1）在宅療養支援歯科病院又は在宅療養支援歯科診療所の場合770円
（2）上記以外の場合　600円

	訪問歯科衛生指導料の算定対象となる訪問歯科衛生指導
	同行者が歯科衛生士、保健師、看護師、准看護師の場合　1,500円
	1,000円

	在宅患者訪問栄養食事指導料の算定対象となる訪問栄養食事指導
	同行者が管理栄養士、保健師、看護師、准看護師の場合　1,500円
	1,000円

	在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定対象となる訪問薬剤管理指導
	3,000円



